
公的個人認証サービスにおける署名検証者の範囲の

在り方に関する研究会報告書の概要

１ 公的個人認証サービスの現状

○ 	電子政府・電子自治体の実現に向け、行政手続等のオンライン化におけ

る確かな本人確認ができる個人認証サービスを全国どこに住んでいる人に

対しても安い費用で提供する必要から、電子署名に係る地方公共団体の認

証業務に関する法律に基づき、平成１６年１月２９日から提供を開始。 

○ 	住民基本台帳ネットワークシステムと連携し、住所・氏名の変更や死亡

等の異動等が発生した場合、的確に失効情報を作成し、署名検証者に提供。

２ 代理申請等における現制度の課題

○ 	現制度は、行政手続等のオンライン化における確かな本人確認手段の提

供を主な目的とした制度であること、官民の適切な棲み分けを確保する必

要があることなどから、失効情報の提供を受けられる署名検証者の範囲を

行政機関等、裁判所及び一定の条件を満たした民間認証事業者に限定。

○ 	代理申請等の場合、申請等の代理を業とすることができる、いわゆる士

業個人等は顧客の電子証明書に関する失効情報の提供を受けられず。仮に

顧客の電子証明書が失効していた場合、行政手続等をやり直すこととなる

もの。特に、関係者が多数に及ぶ場合や資金決済が連動する場合のリスク

は甚大で、士業個人等がオンラインを選択困難との問題あり。

３ 必要な方策

（１）基本的な考え方

行政手続等における申請等の代理等を業とすることができる、いわゆる

士業個人等が顧客の電子証明書の有効性確認を実質的に行えるような制度

とすることが必要。

（２）具体的な制度の要件

論点 要件 

① 都道府県知事（指定

認証機関）が失効情報

等を提供する相手

アクセス管理上の問題から、士業連合会等とすることと

し、士業個人等へはそれぞれの士業個人等が実質的に有効

性確認を行うのに必要な限度において、士業連合会等を通

じて回答する仕組みとすることが適当。

② 回答された情報の用

途 

行政機関等に対する代理申請等を行うのに必要な場合に

限定する制度とすべし。



③ 士業個人等と士業連

合会等の役割分担

士業連合会等が失効情報等の提供を受けるが、顧客と士

業個人等の関係等から、顧客からの受付は士業個人等が行

う制度とするのが適当。

④ 士業連合会等の条件

現制度における署名検証者の義務を同様に適用すること

とすることが適当。また、士業個人等に対して有効性確認

の結果に関する回答を行う機能に関し、更に一定のチェッ

クが可能な制度が必要。

⑤ 士業個人等の義務 

失効情報等と同種の情報の提供を受けることとなるもの

であり、現制度における署名検証者に準じ、署名検証者の

義務と同様の規定に基づく義務を適用することとすること

が適当。 

⑥ 士業個人等から士業

連合会等に送信される

情報の範囲

（ ア） 申請書、委任状等

の本体文書

（ イ） 電子証明書

（ ア） 個人情報保護の観点から、士業連合会等が顧客の電

子署名の検証を行わない場合には本体文書を士業連合会等

に送信する必要がないことはもちろんのこと、士業連合会

等が顧客の電子署名の検証を行う場合であっても、本体文

書のように重要な個人情報を含まない別の文書を士業連合

会等に送信することとすることが望ましい。 

（ イ） 個人情報保護の観点から、電子証明書のシリアル番

号及び発行都道府県知事者名に関する情報のみを送信する

方法を採ることが望ましい。ただし今後、技術的な条件等

が変動する等の可能性もあるため、制度上は電子証明書そ

のものを送信する方法を士業連合会等が選択することを可

能とすることもあり得る。

⑦ 士業連合会等から士

業個人等に行われる回

答の範囲 

個人情報を厳格に保護する観点から、ＯＣＳＰ レスポン

ダ方式（特定の電子証明書についてのオンラインでの照会

に対し、その電子証明書に関する失効情報のみをＯＣＳＰ

レスポンダから回答）のみによることとすることが必要。

４ 現制度における対処可能性の分析

顧客の電子署名の必要性の精査、行政機関等による速やかな「受理証明」

の提示、自己の電子証明書の有効性確認の応用のいずれの対処策も、システ

ム面・実務面等の問題を含んでおり、解決策として適当ではない。

５ その他（本研究会で直接検討すべき課題ではないが、本研究会を契機に提示された課題である

ことから、事務局において厚生労働省等の関係機関等と調整した結果を記述）

行政手続等に必要な情報（例：診断書など）を提供する医療機関等に関し

ては、私立機関等についても、その必要な範囲に限って、公的個人認証サー

ビスによる患者等個人の電子証明書に関する失効情報等の提供を受け、その

有効性確認を実質的に行えるような制度とすることが適当。

なお、医療機関等については、士業個人等と同様に数量的なアクセス管理

上の問題があることから、関係団体等を通じて各医師等に失効情報を提供す

ることとすることが必要。

（以上）


